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動機づけ・衛生要因の組織への拡張モデル
金 子　勝 一・山 下　洋 史・上 原　 衛
１．はじめに
近年、企業活動において、顧客との関係性
（CS：Customer Relationship Management）
や顧客満足（CS：Customer Satisfaction）の
向上が重視されるなかで、こうした企業行動に
逆行し、顧客の期待に反する食品の偽装・誤表
示の問題が大きくクローズアップされている。
こうした食品偽装や誤表示を行っていたホテ
ル、百貨店等の多くが、高級ホテルや有名百貨
店であったこと、さらには矢継ぎ早に食品偽装・
誤表示がなされていたことが公表されたことに
より、一般消費者への関心も高く、社会全体に
大きな波紋を呼ぶことになった。
このような問題は、食品偽装・誤表示のみな
らず、会計士による不正監査や自動車メーカー
によるリコール隠しなど、これまでも多くの企
業・業界や国や地方公共団体（行政）によって
繰り返し行われている。問題が発覚した企業や
業界・行政のなかには、自社や業界等の利益の
みを優先した反社会的ともいえる企業行動も少
なくないのである。こうした反社会的な企業（組
織）行動の問題は、従来から存在していたが、
これまではそれが過度に問題視されなかっただ
けであるという指摘もある。一方で、バブル経
済崩壊後の経営不振が、利益のみを優先した反
社会的な企業行動を助長させ、こうした問題が
増加しているという指摘も多いのである。しか
しながら、こうした反社会的な企業行動が発覚
するに至らなかっただけなのか、それとも実際
に増加しているのかについては定かではない
が、反社会的な企業行動が現在も多く存在する
ことだけは確かなのである。
こうした問題を背景にして、企業の「経営倫
理」に関する研究が経営学・商学・法学をはじ
め、多くの分野においてさかんに行われている。
上原［１］は、不正・改ざん・偽装等を隠蔽し、
これが明るみになれば、こうした行為を行った
企業に対しては、さらに大きなリスク、すなわ
ち「第３のリスク」が存在することを指摘して
いる。また、山下［２］はこうした経営倫理の問
題に対して、「経営倫理に関する行動エントロ
ピー・モデル」を提案し、このモデルにより経
営倫理が意思決定の際の低エントロピー源の役
割を果たすべきであるとする視点を提示してい
る。しかしながら、上記のモデルは抽象度の高
いモデルであるため、低エントロピー源となる
具体的要因が何であるかについてまで踏み込ん
だ議論は行われていない。
一方、本来は個人レベルで行われるはずの「学
習」を組織レベルへと拡張した「組織学習」、「学
習する組織」に関する研究が注目されている。
組織には人間のような頭脳はないが、組織メン
バーの出入りがあったりリーダーが変わったり
しても、その行動、メンタルマップ、規範、価
値観は保存される［３］というところから、「組織
学習」と呼ばれている。
このような組織学習の概念は、組織内の個人
の学習を組織の学習へと拡張したものとして捉
えられており、これと同様の拡張が、行動科学
の諸理論においても可能ではないかと考えられ
る。すなわち、組織内の個人や組織メンバーに
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焦点を当てていた行動科学の諸理論の対象を、
組織に定めるのである。
上記のような考え方に基づき、金子・山下・
上原［４］は、行動科学における最も代表的な理論
の一つである Herzberg ［５］の「動機づけ・衛生
理論」に注目し、これを個人レベルから組織レ
ベルへと拡張した新たなモデル提案している。
さらに、このモデルは、山下［２］の「経営倫理に
関する行動エントロピー・モデル」を基礎にし
ており、経営意思決定の際の低エントロピー源
としての役割を組織レベルの動機づけ要因と衛
生要因が果たしているものとして位置づけてい
る。これにより、組織レベルにおいても、個人
レベルと同様に高次での欲求の充足、すなわち
組織としての動機づけ要因が必要性であり、そ
の一方で組織レベルの衛生要因の欲求のみの充
足では組織はアンバランスな状態にあり、反社
会的な企業行動に陥りやすいといった視点を提
示している。
本研究では、繰り返される不正・改ざん・偽
装等の反社会的な企業行動の問題について、筆
者らの「組織レベルでの動機づけ・衛生要因モ
デル」［４］を基礎に、議論を展開するものである。
２．企業が引き起こした不祥事の実状
ホテル、百貨店や飲食店で取り扱っている食
品が偽装・誤表示されていたという、食品偽装・
誤表示問題が大きくクローズアップされてい
る。こうした企業行動は、一般消費者や社会か
らは、利益のみを優先した反社会的な行動とし
て捉えられてもおかしくないのである。
一方、食品偽装・誤表示問題のみならず、会
計士による不正監査、自動車メーカーによるリ
コール隠しなど、こうした反社会的な企業行動
が従来から頻繁に行われており、不正・不祥事
として表面化しているものが数多くある。
例えば、自動車メーカーによるリコール隠し、
大手食品メーカーによる集団食中毒事件や大手
食品メーカーの子会社による牛肉偽装事件など
が挙げられる。さらに、米国でも企業の不祥事
は発覚している。とりわけ、エンロン事件やワ
ールドコム事件は、米国を代表する大企業であ
り、米国だけでなく日本をはじめとした世界の
国々に大きな影響を与えることになった。なか
でもエンロン事件では、公正かつ中立な立場に
ある大手会計事務所の関与も明るみになったた
め、米国をはじめとして多くの国々で、経営倫
理やコーポレート・ガバナンスの課題が浮き彫
りになった。
これらの反社会的な企業行動の事例は、発生
した事件などから直接・間接的に発生する損害
や自社の信用が傷つくことを想定して、これを
回避するためにリスクを隠蔽したり、虚偽の報
告を行ったりしたものが少なくない［１］。こう
した自社のみの利益を優先した反社会的な企業
行動は、消費者や社会からの批判を浴び、当初
想定していた損失を遥かに上回る損失を被るこ
とになる（「第３のリスク」［１］に相当する）。
さらに、こうした反社会的な行動をした企業は、
企業の存在意義を問い直す必要に迫られること
になるだけでなく、企業の存続そのものも困難
になるのである。
一般的に企業や行政はこうした不祥事の発覚
が招く顛末を理解しているものと思われるので
あるが、ホテル、百貨店や飲食店で取り扱って
いる食品が偽装または誤表示されていたとい
う、食品偽装・誤表示の問題が発覚したように、
こうした反社会的ともいえる企業行動が何故か
繰り返されるのである。
一方、村山・山下・鄭［７］は、製紙業界の古
紙含有率の偽装について、従来の「品質」概念
を変える特徴的な事件であったことを指摘して
いる。この事件は、郵便年賀はがきの古紙含有
率を 40～50％にしなければならなかったにも
かかわらず、１～５％のレベルでしかなかった
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という問題である。その後、古紙含有率が低い
再生紙でも偽装が行われていたことが発覚し、
製紙業界への社会的信頼が大きく失墜してしま
った。この問題には、「高い品質」を維持しよ
うとしたことが、反社会的な企業行動になって
しまったという点に大きな特徴がある。すなわ
ち、従来の「品質」概念と全く反対の行動であ
り、高品質の紙を製造したことが反社会的な企
業行動となってしまったことである。こうした
点について、村山・山下・鄭［７］は、環境問題
の関心の高まりに注目し、「物理的クォリティ」
から「環境志向型クォリティ」のパラダイム・
シフトとして位置づけている。
このように、ある側面からの評価では高品質
経営のための企業行動を推進しているものと捉
えられることも、本来の企業目的とは異なる行
動であることが発覚した段階で、反社会的な企
業行動として捉えられてしまうのである。すな
わち、企業環境が多様化・複雑化しているなか
で、組織全体が同一の目的・価値を共有した上
で、自社の行動に注視した健全な企業行動を行
うべく努力する必要があるのである。
３．Herzberg の動機づけ・衛生理論
行動科学において労働者のモチベーションを
論じた代表的な理論に、Herzberg［５］の「動機づ
け・衛生理論」がある。Herzberg は、それまで
１次元的に捉えられてきた人間の動機を２つに
分類した。その一つは「動機づけ要因」（moti-
vators）であり、それが充足されると「職務満足」
をもたらすが、それが充足されないからといっ
て必ずしも不満を起こすわけではない。もう一
つは「衛生要因」（hygiene factors）であり、そ
れが充足されたとしても不満を防ぐにすぎず、
職務満足に至るとは限らない。しかし、それが
充足されないと不満を生じさせる要因である。
Herzberg の動機づけ・衛生理論は、職務満
足と不満足を別次元として捉えたところに特徴
がある。
従来は、
satisfaction ← various factors →
dissatisfac-
tion
とされていたところを、
satisfaction ← motivators → no satisfac-tion
no dissatis-
faction ←
hygiene 
factors →
dissatisfac-
tion
の図式に区分している［５］。
ここで、動機づけ要因はマズローの欲求５段
階説の「自我・自尊の欲求」と「自己実現の欲
求」に対応し、達成、承認、仕事そのもの、責
任、昇進、成長等の欲求がこの要因としてあげ
られている。これに対して、衛生要因は欲求５
段階説の「社会的欲求」以下（ただし、社会的
欲求の中の「愛情欲求」は動機づけ要因に含ま
れる）の欲求であり、企業の経営政策、作業環
境、給与、監督方法、対人関係等の欲求がこれ
に含まれている。これによれば、低賃金、長時
間労働、作業環境の悪さは不満の要因となるが、
これを改善したとしても職務満足や労働意欲に
結びつくとは限らないということになる。これ
とは逆に、昇進、仕事の達成感、自己が提案し
た新企画の採用は職務満足をもたらすが、それ
が実現しないからといって直接、不満に陥るわ
けではなく、満足のない状態にあるだけなので
ある［５］。
４．経営意思決定における低エントロピー源
反社会的な企業行動が多く存在するなかで、
企業の「経営倫理」に関する研究がさかんに行
われている。ここで、山下［２］は「経営倫理に
関する行動エントロピー・モデル」を提案し、
経営倫理が意思決定の際の低エントロピー源の
役割を果たすべきであるとする視点を提示して
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いる。すなわち、人間の情報処理過程において、
意思決定は行動エントロピーを減少させること
になるのである。これは入力情報の持つあいま
いさよりも、出力情報のあいまいさの方が小さ
いことを意味する。もちろん、そうでないこと
もありうるが、そのような場合には、意思決定
の役割が果たされていないことになる。さらに、
企業活動においても、人間の情報処理過程と同
様に、組織の意思決定の際に、「低エントロピ
ー源」が存在することを指摘している［２］。
企業活動における経営倫理は、意思決定の際
のあいまいさ、すなわち情報処理過程の行動エ
ントロピーを減少させることになる。なぜなら、
経営倫理が企業活動を社会あるいは地球にとっ
て望ましい方向へと導くことは、意思決定の際
の行動のあいまいさを小さくすることになるか
らである。ここでの経営倫理は、代替案の評価・
選択において、社会を構成する一員としてふさ
わしい行動（代替案）とふさわしくない行動を
明らかにするための基準になるのである。これ
により、企業は社会の構成員としてふさわしく
ない行動（代替案）を破棄し、ふさわしい行動
を選択するようになる。このように、経営倫理
が企業にとっての意思決定の際のあいまいさを
小さくし、ふさわしい行動を選択する方向を導
くものとして捉えることが可能になる。そのた
め、この「低エントロピー源が何か？」といっ
たことが、現在の企業行動が健全な行動に向か
うための重要かつ基本的な問題になるのである。
５．個人レベルでの学習と組織学習
「学習」とは、知識を体系的に学ぶことを意
味し、一般的には個人レベルを対象としたもの
として捉えられている。また、個人が失敗した
体験や成功した体験などを通じて、環境に適応
した行動や知識などを習得していくことを意味
する。
一方、企業は、新製品開発や新生産技術など
の企業活動を通して、市場や技術に関する新た
な知識を獲得しているという指摘もなされてい
る。こうした点が着目され、本来は個人レベル
で行われるはずの「学習」を組織レベルへと拡
張した「組織学習」、「学習する組織」に関する
研究が注目されている。もちろん組織には人間
が持つような頭脳はないが、メンバーの出入り
があったりリーダーが変わったりしても、その
行動、メンタルマップ、規範、価値観は保存さ
れる［３］というところから、「組織学習」と呼ば
れている。
このように個人の学習であれば主体は個人で
あるが、組織学習は組織のメンバーが入れ替わ
ったとしてもその価値観等は組織に保存される
ことになり、その主体は組織なのである。その
ため、組織学習は、個人の学習の積み上げ以上
のものとなるものとして捉えられている。
６．「組織レベルでの動機づけ要因と衛
生要因」の概要
ここでは、Herzberg の「個人レベル」を対
象とした「動機づけ・衛生理論」を組織レベル
へと拡張した筆者ら［４］の「組織レベルでの動
機づけ要因と衛生要因」を概説することにする。
行動科学における代表的な理論の一つに
Herzberg の「動機づけ・衛生理論」が広く知
られている。この理論は、「個人レベル」を対
象としており、個人または組織メンバーに支払
われる給与や個人または組織メンバーに対する
企業が行う経営政策などは、衛生要因に含まれ
ることになる。これらの衛生要因は、不満の要
因にはなるとしても、直接的にモチベーション
の高揚には結びつかない低次元の欲求として捉
えられる。そのため、「職務満足」をもたらす
ためには、高次での欲求の動機づけ要因の達成
が必要となるのである。
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ここで、個人レベルでの「動機づけ・衛生理
論」を、組織レベルに拡張して捉えることにす
る。例えば、適正な企業利益が確保されるとい
うことは、企業存続のための最低条件であると
いう点において、個人レベルにおける給与に相
当するものであり、組織レベルにおいても衛生
要因として捉えることが可能になるであろう。
さらに、組織レベルを国や地方公共団体（行政）
と企業との関係のようにさらに一段の拡張をす
ると、国や地方公共団体の政策が正しく行われ
ることが自明の事実である点において、企業の
経営政策に相当するため、これも衛生要因に含
まれることになる。そのため、組織レベルにお
いても、個人レベルと同様に高次での欲求の充
足が重要になり、組織としての動機づけ要因が
必要性であるものとして捉えることができるの
である。
こうした動機づけ要因には、個人レベルでは、
達成、承認、昇進、成長があげられているが、
これらの要因を組織レベル（とりわけ、企業組
織）にまで拡張してこれを考えると、
⃝これまで困難とされてきた新技術・新製品の
開発を成功（達成）させる
⃝ CS の向上（承認）が顧客と企業とのインタ
ラクティブな関係を形成し、顧客と企業との
好循環をもたらす［８］
⃝企業が新規上場する、または２部上場から１
部上場（昇進）を達成する
⃝ブランド・ロイヤリティが向上（成長）する
といったことが、組織レベルの動機づけ要因に
相当するのである。
もちろん、これらの動機づけ要因の向上は多
くの場合、自然な流れとして利益の増大に結び
つくことになるが、その一方で動機づけ要因の
向上を伴わない利益の増大も考えられる。これ
らが、前述の反社会的な企業行動に相当するの
である。
動機づけ要因の向上を伴わない利益の追求は
組織レベルでの衛生要因に相当するものであ
り、組織はアンバランスな状態にあるものとし
て捉えることが可能になる。そのため、 こうし
た組織としてのアンバランスな状態が原因とな
り、不正や偽装などの問題を引き起こす可能性
が高くなるものと考えると、反社会的な企業行
動の一面が理解しやすくなるであろう。
以上より、経営意思決定における低エントロ
ピー源が組織レベルでの動機づけ要因であるべ
きことがわかる。逆に、組織レベルでの衛生要
因のみが低エントロピー源になったとき、反社
会的な企業行動が生まれることになる。そこで、
金子・山下・上原［４］は、こうした考え方に基
づき組織レベルに拡張した「動機づけ・衛生理
論」と経営意思決定における低エントロピー源
との関係から図１のような「組織レベルでの動
低エントロピー源
衛生要因
動機づけ要因
組織学習
動機づけ要因
入力情報
（代替案 )
高エントロピー
意思決定
企業行動
健全な
企業行動
低エントロピー
低エントロピー
反社会的な
企業行動
衛生要因のみ
図１：組織レベルでの動機づけ・衛生要因モデル
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機づけ・衛生要因モデル」を提案しているので
ある。
７．組織レベルでの動機づけ要因の充足
がもたらす好循環
ここでは、組織レベルでの動機づけ要因の充
足がもたらす組織における好循環のプロセスに
ついて検討していくことにする。
安藤［８］は「CS の向上は企業に次のような好
循環をもたらす」としている。まず、CS が高
ければ、その製品やサービスを継続して購入し
ようとする顧客がリピーター化し、そのリピー
ターから評判を聞いた顧客が新たな顧客として
誕生するのである。その結果、当該企業は市場
での優位性を勝ち取り、業績が向上していくた
め、その組織メンバーはいっそうの努力・工夫
をすることになり、その結果として多くの場合
に魅力ある新製品開発や品質向上がなされるこ
とになる。これにより、さらなる高い CS が顧
客にもたらされ、CS と顧客活性化がもたらす
組織における好循環のプロセスにつながるので
ある。
この視点に関して、「組織レベルでの動機づ
け・衛生要因モデル」の枠組みの中で検討を試
みる。まず、組織レベルでの動機づけ要因であ
る CS が達成されると、対外的な評価が相対的
に向上していくことになる。この対外的な評価
の向上は、好循環のプロセスを経てリピーター
や新たな顧客の獲得をもたらすことになる。そ
して、対外的な評価の向上は、継続的に健全な
企業行動へと導き、こうした企業行動の結果と
して、適正な利益を獲得する結果につながるこ
とを意味するのである。さらに、組織としてい
っそう高い目標やチャレンジ意識がさらなる動
機づけ要因として生じることになり、これが上
記の好循環のプロセスにつながるのである。
８．おわりに
本研究では、行動科学における最も代表的な
理論の一つである Herzberg ［５］の「動機づけ・
衛生理論」に注目し、これを個人レベルから組
織レベルへと拡張した、筆者らの「組織レベル
での動機づけ・衛生要因モデル」［４］により、繰
り返される反社会的な企業行動および健全な企
業行動について議論を展開した。このモデルは、
山下［２］の「経営倫理に関する行動エントロピ
ー・モデル」を基礎にしており、経営意思決定
の際の低エントロピー源として、組織レベルの
動機づけ要因と衛生要因を位置づけた点に特徴
を持つ。
そして、このモデルを通して現在の企業行動
の問題を捉えることにより、下記の①～⑤のよ
うな示唆を与える。
①「利益の追求」自体は、低次元の欲求（衛生
要因）でしかない。
②したがって、あくまでも高次元の欲求（動機
づけ要因）の充足に基礎を置いた利益の追求
を図るべきである。
③組織レベルでの動機づけ要因の充足が、CS
と顧客活性化がもたらす好循環につながる。
④動機づけ要因の向上を伴わない利益（衛生要
因）の増大は、反社会的な企業行動に結びつ
きやすい。
⑤意思決定の際の低エントロピー源は、組織レ
ベルでの動機づけ要因であるべきである。
企業環境における多様性と複雑性が増大する
なかで、企業（組織）や部門レベルの方向性や
目標が組織メンバー間で共有されず、あいまい
な状態に陥いりやすくなるように思われる。こ
うした状況において、筆者らのモデルが示唆す
るように、企業の意思決定の際のあいまいさを
低下させるための組織の動機づけ要因（高次の
欲求）の実現をめざした企業行動が必要なので
ある。そこで、こうした研究枠組みに基礎をお
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く健全な企業行動が継続的に行われ、反社会的
な企業行動を回避のための一助となれば幸いで
ある。
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